
馬場　卓也

－63－

表13　生徒の教科への取り組み姿勢の分析結果

（2）教員教育と理数科教育

　多くの国際協力プロジェクトでは、教師の

力量の向上を目指している。そのため現職教

員研修（In-service）を中心に制度の構築や

その質的改善を図っている。ここでも教師の

質という時に、教師の力量について、また教

授活動＝授業の質について、それらの現状が

十分に分かっているとは言いがたい。そこで

教科教育のキーワード「教師の学び」を基に、

その実態への近接するための研究方法とし

て、教師の力量、授業分析、研修の効果につ

いて具体的事例を取り上げたい。

教師の力量－Competency

　力量は教授的力量、訓育的力量、経営的力

量などからなる（岸本・久高 1986）。特に開

発プロジェクトで問題とされる事が多いの

は、教科の知識、教授方法に関する知識、そ

して態度的側面を含む教授的力量である。こ

れらの側面は相互に影響し合って、全体とし

ての力が発揮できる。ただしそれらを根底か

ら支えてもいるのが態度的側面、特に信念と

言われる部分である。例えば、Mohsin &

Baba (2007)は、生徒の困難や理解の度合い

に対する教師の評価について、次のことを指

摘している。

彼ら（教師）は、（分数教材を）教えるのは

難しいけれども自信があると言い、生徒に

とっても学習するのは簡単であると答え

た。このミスマッチに加えて、教師による

予想点のいくつかは、実際の成績を反映し

ているものではなかった。それらの事が示

すように、教授活動が、生徒の困難を理解

したうえに成り立っているものではない。

(pp.46-47)

このことは、教師の力量について単純に教授

方法に関する知識が低いというわけではな

く、生徒に対する根本的な姿勢が欠如してい

ることを指摘している。表面的には生徒中心
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主義を唱えているが、その内実が十分に伴っ

ていないことがわかる。

授業分析－教師と生徒の相互作用

　上に扱った教師の力量は、授業において集

中的に発現する。また齋藤喜博によれば、教

育の充実は授業を通して計られなければなら

ない。そのために授業を分析することは、教

師の質、ひいては教育の質を分析することと

もつながる。

　授業分析には次の三つの役割がある（馬

場・柾本2004）。

　第一番目として、授業の現状を分析する

という基本的な役割をあげる。これを応用

したものが、たとえばTIMSSビデオ調査

という国際的で広範な調査である。（中略）

次に上げる機能は、一番目の機能によって

明らかにされた現状を踏まえて、その改善

点を示すことである。実践を対象とする研

究では、単に現状の記述だけにとどまら

ず、未来の実践を形作っていく機能が求め

られる。（中略）

　最後に第三番目の役割として、授業の実

施者である教師の職能成長を測定する機能

が挙げられる。

　

　馬場・中村（2005）では、授業の特徴を

析出するために、量的調査（表13）と同時

に、生徒や教師の発言を記録したプロトコル

の分析を行い、次のような結論が得られた。

・授業での学習活動の重点は、教科書に記

述されている内容の伝達と復唱によるそ

の定着に置かれているようである。その

ため教科書の内容の言い換えや復唱が多

用され、内容の発展的展開はほとんど見

られない。

・教材・題材の特徴については、日常生活

との関連付けが試みられてはいるものの、

学習内容の説明、確認のレベルにとど

まっており、生徒の科学的思考や活動を

喚起するまでにはいたっていない。

　このように、各国の文化に埋め込まれた授

業は、それ自身も文化的特徴を有しており、

それを変えるには大きな力が必要である

（Stigler ＆Hiebert 1999）。

　

教員研修の効果性

　日本では、大きく分けて教育委員会や教育

センターが実施する公的研修と、任意団体や

個人が行う私的な研修に分ける事ができる。

前者は、さらに体系的で必修の初任者研修、

5年目研修などライフステージや役割に応じ

た研修と、コンピューター、国際理解教育な

どの特定のメニューに応募する形の任意研修

に分かれる。後者は、校内研修や教員組合な

どによる授業研究会などがある。したがっ

て、その気になれば多くの勉強の機会が見ら

れる。

　それに対して開発途上国では、研修の機会

はそれほど多くなく、未資格教員が資格付与

の形を取る事が多い。限られた経済的、物理

的、人的資源の中で取り組んでいるので、そ

の効果性の確保は緊要である。効果検証の方

法としては、大きく次の二つ‐事前事後テス

ト、実験群-統制群による比較‐をあげる事

ができる。前者としてMohsin（2006）を、

後者としてKofi＆Baba（2005）を取り上

げる。

　まず、前者においては、研修の前後に同一

の調査を行いその変化によって、効果性を同

定しようというものである。Mohsin（2006）

はバングラデシュの初等教員研修を取り上げ

て、教科の知識、教授方法の知識、態度的側

面に関して、テストおよび質問紙調査を実施

した。その結果は、表14に示されている。

　有意に変化しなかった項目もあったが、全

体としては教科知識と教授法は研修によって

有意に変化した。個別に見れば、たとえば教

科知識の中で図的表現は研修後も弱い傾向に
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表14　項目別評価結果 表15　教科知識レベルの評価結果

あった。他方態度的側面は有意に変化しな

かった。

　加えて、この三者間で相関を取ったとこ

ろ、教科知識と態度には相関がみられなかっ

たものの、教授法は残りの二つとは相関が見

られた。このことは教員が日々の授業の中

で、教授法を中心に考えていることと関係し

ているのかもしれない。

　次に、後者においては、研修を受けた集団

と研修を受けていない集団との比較を行い、

その効果性を同定しようというものである。

Kofi＆Baba（2005）は、ガーナ教員研修に

おいて、研修効果を調査した。そこでは、そ

れらの変化に関する自己分析のみならず、指

導主事や校長という第三者による分析を加え

ることで、データの信頼性を高めた。表15

は、授業の計画段階と実施段階における教師

の教科知識について、第三者による評価結果

である。これより参加者の教科意識レベルは

非参加者のそれよりも高いことが分かった。

　また研修の参加動機、その時点での問題意

識、研修の効果について尋ねたところ、参加

の主たる動機は教授法の向上であること、非

参加者に比べて参加者の問題認識がより高い

こと、研修が参加者の教科知識を高めたこと

を、本人および第三者が認めていること、が

分かった。

新しい教員研修の形－授業研究－

　以上に加えて、教員研修の自主的な形とし

て、授業研究（馬場・小島 2005；清水ほか

2005）がある。授業研究は教員が集団にて、

教育改善を図る活動である。授業を複数の教

員が共同で計画し、授業後の検討会を通し

て、その改善を図っていくものである。

　Stigler ＆ Hiebert  (1999) はTIMSSの

ビデオによる日独米の授業比較を行い、授業

の文化的様相を明らかにした。その改善に

は、これまでの急進的な変化を求める改革ア

プローチに対して、授業研究のような継続

的、漸進的アプローチによる改善が必要なこ

とを論じた。

　教授内容や教授法のように、研修を通して

比較的容易に変化できるものに比べて、基礎

を形作っている態度的側面を変化させること

は難しい（Mohsin 2006）。そのことは学び

の複雑さ、複層性と、信念や価値観など態度

的側面へ働きかける重要性を示している。そ

の変容を図るためには、一方的な叱責や知識

のつめこみではその場限りの効果しか期待で

きない。したがって、より自主性が出るよう

な形での研修を行う必要があり、授業研究の

可能性をそこに見ることができる。

　吉田（2004）は、ガーナでの教育協力プ

ロジェクト経験より、自主的な研究集団につ

いて考察を進めている。研究集団の持つ「学

習機能」、「政策機能」、「編集機能」、「継続機

能」という点から、継続性を持った校内研修
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に関する考察を展開している。

　これらは、近年論じられる「生涯学習者と

しての教師」（UNESCO-UNDP 1997）をい

かにサポートするのか、ということも関連し

ている。いずれにせよ、どのようなアプロー

チを取ったとしても教授的力量の全体性や漸

進性については十分に理解しておく必要があ

る。

４．今後の研究課題にむけて

　本研究では、理数科教育開発研究におい

て、第一の方向性、すなわち学校教育の一角

をなすものを中心に、研究課題と方法につい

て先行研究のまとめを行った。ここではそれ

らを総括した上で、残りの二つ方向性と合わ

せて、今後の課題を整理したい。

　

（1） 第一の方向性について新しい研究テーマ

の提起

1) 基礎的能力と応用力・考え方

　本研究の幾つかの事例に見られるように、

生徒の学習の実態を明らかにすることは、生

徒中心主義的な授業を実現するためのみなら

ず、EFAの理念を実現するために肝要であ

る。ただし子どもの学習実態と言った時に、

大きく分けると知識や計算力のような比較的

見えやすい力と考える力のように重要だが見

えにくい力の両者がともすれば相反するよう

に議論される。

　基本が重要なことは言うまでもない。しか

し、開発途上国だからといって基本だけを

行っていれば良いわけでもない。つまり、こ

れはどちらが先かではなく、双方が並行して

進むべきものである。そのためにも、基礎の

定着と考える力の形成の関係を明らかにする

ような実践や研究（島田, 1995; Wittmann,

1995）を積み上げていく必要がある。

　これら実態の解明と基本と応用の実践的結

合は質の高い教育の基礎となる条件である。

2）教員のやる気と教授的力量

　次に、このような教育の実現を図るために

は、教員の高い力量が求められることは言う

までもない。本研究で見てきたように、教師

の力量の同定はもちろんのこと、その向上を

目指す研修制度の効果性を把握する手法や新

しい研修の仕方などについて、知見が集まり

つつある。授業研究を含む、研修への新しい

アプローチを言葉のレベルだけではなく授業

の中で展開していく必要がある。そのために

は本研究でも取り上げた授業の詳細な分析

や、教材および授業の開発研究を必要とする

だろう。

　研修については、最終的には教育活動の質

を高めるのが、目標である。開発途上国とい

えども、複雑化する課題、グローバル化とい

う環境の中で、教師に求められる事が高度化

している。その実現を図っていくには、教師

のやる気を生涯にわたり持続し、常に新たな

る目標を見つけて取り組む姿勢を涵養する事

が求められる。そこでは、関連する二つの大

きな課題がある。一つは社会的な要因をどの

ように同定するか、もう一つは長期的な変容

をどのように捉えるかである。前者は次節で

論ずるとして、ここでは後者について触れて

おきたい。

　研修前後の知識や教授法の変化のように短

期的な変化に比べて、教師の長期的な変化を

捉えるには、色々な要素を包含し、より詳細

な記述が必要である。ライフストーリー（澤

村、2005）など新たな手法を発掘しつつ、教

師の職業人生の中で、どのような要素が、ど

のように影響しあっているのか、成長を長い

視野で捉えていく必要がある。

（2）第二、第三の方向性についての新しい

テーマの提起

　本研究では研究の第一の方向性である学校

教育としての理数科教育に注目してきた。た

だし、理数科教育開発の全体像を捉えるため

には、各社会に特有な社会文化的な条件を無
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視できないし、またより効果的な国際協力を

実施するために、社会的な条件を踏まえた上

での国際協力のありようが求められるだろ

う。

　そこで、冒頭で挙げた第二、第三の方向性

についても、新しい研究テーマをまとめてお

きたい。

3）学校教育と社会的文脈の相互作用につい

て－伝統重視か、変革重視か

　第二の研究の方向性を、カリキュラムの在

り方と教員の質に焦点づけて考察したい。

　まず前者について、教育、特に基礎教育は

ほとんどの人が通過する社会的事業である。

だからこそ、単に先進国が求めるから、同じ

ような教育を求めるのではなく、社会と教育

の関係について根本的な洞察が必要なのであ

る。それに対して、民族数学研究や批判的数

学教育は、現在の数学教育を再考することを

求めている。

　Nebres（1988）が指摘するように、世界

中のカリキュラムは非常に類似している。そ

こでは、カリキュラムを、社会におけるレリ

バンスという観点より捉えなおす必要性を提

起している。このような捉え直しは、別な次

元で問題を提起する。社会･文化を固定的に

捉え、伝統的な文化やその価値を伝えること

に重きを置くのか、それとも社会･文化を絶

えず変化しているものとして捉え、その変化

に積極的に寄与する力の形成に重きをおくの

かによって、この問題は対極の現れ方をする

であろう。さらに変革を求めるにしても、経

済開発を優先するのか、それとも市民社会の

形成（ランチェン・サルガニック編 2006）を

優先するのか、大きな別れ道になる。

　次に教員の質についてである。前節で捉え

た教師の力量を、労働条件（資格、給与、雇

用、移動）、教員教育、学校経営（校長、学

科、モニタリング）、社会的条件（地位、ス

トライキ、試験）、教員経験、試験などの社

会的文脈との関係で捉えていく必要である。

特に開発途上国では社会的な条件が整ってお

らず、力量の低さをそこに帰着させてしまう

傾向にある。ただし、その中でも力量の比較

的高い教員も居るので、その原因を探り、教

員の成長に役立てる必要があるだろう（馬場

2007）。

　これらの問題にアプローチするために、次

の二点を今後の研究課題としたい。まずは、

様々な因子を関連付けたり、批判的考察を

行ったりする教育社会学的な研究と、非常に

実践的な教科教育学研究の総合である。事

実、冒頭にあげたUNESCO（2004）のみな

らず、国際調査TIMSSでも、Contextとし

て学校教育に与える影響要因を探っている。

　次に、各国における教育改革の動向やカリ

キュラムと社会の関係（2）に関して、多くの

事例を累積、整理する（Bishop 1994）必要

がある。そのことは代替的方法を提示した

り、暗黙のうちに前提としているこれらの関

係について、顕在化させる役割を果たしたり

する。ただし、記述レベルでは類似の表現が

みられても、その展開はかなり異なるという

ことが往々にして見られるので、時にはその

教育過程の内実に戻って考えていく必要があ

るだろう。

4）理数科教育開発協力におけるアプローチ

　第三の方向性である理数科教育開発の国際

協力プロジェクトへの展開は、日本が得意と

し、開発途上国からも求められるために、非

常に活発に実践される分野である。

　

「多くの援助機関の政策が、教育分野にお

いて明確に基礎教育を優先することを打ち

出しており、工業化･近代化を目標に据え

る途上国にとっては、高等教育と職業訓練

が援助の領域として取り上げられにくく

なったこともあり、初中等レベルの理数科

教育にその役割を期待したのかもしれな

い」（澤村 1999, 174頁)。
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　理数科が工業化や近代化に役立つであろう

ことを素朴に理解することは容易いが、昨今

の新しい世界的な流れの中、特にDACの新

開発戦略で述べられたオーナーシップ、制度

や能力形成と関連づけて、日本の技術協力ア

プローチの可能性と限界について、整理する

必要がある。これまで自明とされてきた理数

科教育分野における開発協力の目的さえ、今

一度問い直すべきところに来ている。その意

味で、JICA（2007）は時宜を得た研究と言

えよう。

　また技術協力において、これまで通り相手

国の自立性を重視するならば、相手国の人に

よる試行錯誤とそれに基づく反省が基盤と

なってくる。その際二つの課題がでてくる。

一つは反省の基盤となる現状と将来の方向性

の把握で、今一つは反省に至る過程である。

　前者について、ここまでで議論したよう

に、現状と将来的な方向性が十分な深さと広

さで把握されていない現状がある。しかも各

国における教科教育研究の重要性が十分に認

知されていない。まずはこれらの点について

しっかりと認識する必要がある。

　後者について、長尾・又地（2002）が述

べるように、基礎教育における協力活動で

は、単に技術を移転するのではなく、技術の

意味を考える経験が重要になってくる。その

意味で、多くの教育協力プロジェクトで注目

されているように、授業研究や現地研究者を

交えた理数科教育開発におけるアクション・

リサーチは非常に興味のある手法といえる。

反省する過程を研究の中に取り込んだユニー

クな取り組みである。

　学校教育の一部としての理数科教育開発で

あるが、その充実に向けた取り組みに終わり

は無い。むしろその可能性を開くことで、学

校教育全体の開発の扉を明けることにつなが

る。このように理数科教育の位置を考えるこ

とは、取りも直さず社会のあり方を考えるこ

とにもつながってくる。これまで学校教育を

めぐり自明とされてきた価値、つまり科学技

術のあり方とそれを支える理数科教育のあり

方、を再検討することは、まさに我々が問わ

れている課題でもある。その点に、大隅

（2001）や下條（2002）が構想したように、

開発途上国における教育開発と日本における

教育開発をつなげていくような研究と実践を

期待したい。

注

(1) 日本人研究者が途上国の理数科教育について、

その課題や問題点を考察したものは非常にまれ

である（澤村 1999)。

(2) 歴史的に見て、学校教育における教科の枠組み

はそれほど大きく変わってきたわけではない。

むしろ近代教育始まって以降、ほとんど同じで

あると言えるかもしれない。知識の体系の大元

にある学問の体系は、新しい学問分野が作られ

ても、大きく揺らぐことはなかった。教科体系

＝学問体系と言える部分もあり、その意味で、

自然科学対社会科学・人文科学、つまり理数科

と社会科・国語科という区分が成立する。それ

は近代社会が自然科学に依拠し経済開発や工業

発展を進めてきたことによって強化される。

他方で、学校教育は後行世代を社会化すること

を目的とした先行世代からの働きかけという意

味で、教科体系＝自然や社会における活動体系

と言える部分もある。それは、戦後のデューイ

思想を基盤とする問題解決型学習に典型的に見

られる。その中では、むしろ中核と見なされる

社会科と理科に対して、数学科と国語科が道具

教科として対置された。そこではむしろ社会的

に生じる問題に対して、どのように積極的に働

きかけていくのかが重視される。
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ANNEX 1　『国際教育協力論集』における理数科教育協力
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